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１．はじめに  
 
 まちづくり交付金事業は、事業主体である市町村が自

らまちづくりの目標を設定し、その目標に相応しい複数

のまちづくり施策を柔軟に組み合わせて目標の達成を目

指すことを国が支援する事業である。事業を実施する市

町村は、自ら事前・事後の事業評価を行うことが義務づ

けられており、平成 20 年度には事業制度創設年度に採

択された全国の第一期事業地区が最終年度を迎え、各市

町村において、事業着手前に設定し公表していた目標に

対する事後評価が実施された。  

また、これら市町村が実施した個々の事業評価とは

別に、第一期事業終了地区の成果を踏まえて、まちづく

り交付金事業制度を所管している国の立場から、まちづ

くり交付金事業制度の政策レビュー１）が実施された。 

本研究の目的は、このようなまちづくり交付金事業

制度の評価の枠組みを踏まえて、今後の事業制度の改善

に資するような新しい政策評価の手法を提案することで

ある。 

 
２．政策目的・目標の設定 

 

（１）政策レビューにおける設定 

まちづくり交付金制度の根拠法２）によると、まちづ

くり交付金は「都市の再生」を図るために講じられた措

置であり、「都市の再生」については、都市再生基本方

針に５つの観点と５つの「都市再生施策の重点分野」が

示され、それぞれに複数の施策が例示されている３）。

これらの表現は抽象的であり施策もレベルが混在してお

り体系的に整理されてはいない。 

国の政策レビュー１）では、政策の目的を『地域の歴

史・文化・自然環境等の特性を活かした「個性あふれる

まちづくり」を実施し、全国の都市の再生を効率的に推 
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進することにより、地域住民の生活の質の向上と地

域経済・社会の活性化を図る。』こととしている。具体

的には、各市町村が作成した都市再生整備計画と事後評

価結果を用いて、「多様性」「効率性・効果性」「創造

性・主体性」「運用性」「透明性」の5項目について評

価が行われた。 

 

（２）本研究における設定 
一方、本研究は、これとは違う視点で国が全国共通

の課題として認識しているいくつかの課題に焦点を絞っ

て、まちづくり交付金制度がその課題解決にどのように

貢献したかという理論（原因と結果の連鎖関係）４）を

明らかにしようとするものである。 

本論では、国が特に対応を急ぐべきとして支援して

おり、平成 21 年度よりまちづくり交付金の補助率の拡

大５）を行ったものの中から「中心市街地の活性化」を

取り上げて報告する。中心市街地活性化は、ハード・ソ

フト取り混ぜた複数の施策をパッケージで取り組むこと

が出来るというまちづくり交付金制度の特徴を十分に活

用して取り組むべき目標である。平成 20 年度まで延べ

約 1500のまちづくり交付金事業地区の内、最も多い約
350地区がまちづくりの目標として中心市街地活性化を
設定している。 
 

３．評価手法 

 

（１）枠組みの設定 

まちづくり交付金では、事業主体となる市町村は、

国から提示された手引き 6）に沿って事業評価（事前評

価と事後評価）を自ら実施することとされている。市町

村自らが PDCA を実施することを重視しているため、事

業評価は複雑な費用便益分析等によるものではなく、簡

便な評価手法（市町村が自ら事前にまちづくりの目標、

目標を定量化する指標、数値目標を自ら設定しておき、

交付最終年度にその達成度を評価する）によるものとな

っている。 

事前評価では、［事業目標］-[指標]-［事業］の因

果関係を確認させるため、事業目標を実現するための数

値目標（指標）と事業との関係の度合いを評価させてい



る。しかし、目標は抽象的な表現のまま、設定された複

数の指標の中に相互の因果関係が含まれていたり、アウ 

トカムではなくアウトプットが混在したりしている場合

が多い。 

本論では、このような事業評価の現状と課題を踏ま

えて、中心市街地活性化を目標とした地区について、ア

ウトプットからアウトカムまでの因果関係を明らかにす

ることによって、まちづくり交付金が中心市街地活性化

にどう貢献したかを明らかにしようと試みた。 

まず、社会資本整備審議会答申や中心市街地の活性

化を図るための基本的な方針7）を踏まえて、事業目標

の９分類6）を関連づけ、目標の体系図（図－１は中心

市街地に関する部分の抜粋）を設定した。 

 

（２）事業から機能への変換 

まちづくり交付金事業では、国に提出される都市再

生整備計画書には事業名までしか記載されずアウトプッ

トまで国は捕捉していない。そこで目標との因果関係を

明確にするため、まちづくり交付金制度により助成が受

けられる事業（22の基幹事業、3つの提案事業）およ
び関連事業を、アウトプット（事業によって実現する機

能）に変換し、「インフラ」、「交通機能」、「構築

物・設備」、「都市機能」、「住宅」、「ソフト事業」

の6分類、計61の機能に整理した。（表－１） 

 

（３）因果関係図の作成 

実際に中心市街地活性化を目標に設定した地区で実

際に実施された事業内容の実態8）を踏まえ、［最終目

標］-［中間目標］-［アウトプット」の因果関係図を作
成する。中間目標に対する指標については、国が提示し

ている指標例9）を採用した。 

次に、いくつかの具体の事業地区において、設定し

た因果関係図を実際の事業実績に照らす作業を行い、当

該事業地区の事業担当者と協議して因果関係図を作成し

た。（図－２） 
 
      表－１ 事業から機能への変換 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図－１ 中心市街地活性化とまちづくりの目標の関係
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（４）因果関係の検証 
ａ）検証方法 

具体のケーススタディ地区において、設定した因果

関係図に基づき、最終目標に対してどの中間目標が、中

間目標に対してどのアウトプットが有意に貢献している

かを検証する。 
全国の地区を対象とする客観指標の相関分析によっ

て統計的に検証することが想定されるが、今回はケース

スタディとして地区が存在する市の市民に対して因果関 
係図の各項目間の関係をそれぞれ5段階評価してもら
うアンケートを行った。 

 
【アンケートの概要】 
実施日：平成21年2月24日(火)～26(木)の3日間 
対象 ：自治体の18歳以上住民 
方法 ：インターネット・アンケート会社の提供するネ

ットリサーチモニターを活用 
回収数：100人で〆切（結果は103人） 
設問 ：次の項目についての5段階評価 
○最終目標及び中間目標の指標に関する設問（総合評価

と目標別評価） 
○最終目標←中間目標←下位中間目標←アウトプット

（機能）の貢献度（因果関係の強さを評価） 
最終目標最終目標 中間目標 ２中間目標

中心市街地が
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景観 ［ｍ・箇所］

①まちなかへの
来街者が増え
ている

27.2％
55.3％

①まちなかに行く
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22.8％

65.7％

74.3％

74.3％

60.0％

74.3％

94.3％

51.4％

： 貢献度

： 成果指標

％

％

【凡例】

： 貢献度

： 成果指標

％

％

【凡例】

61.4％
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基幹事業
市街地再開発事業、
優良建築物等整備事業
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中心市街地が活
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①まちなかに行く機

会が増えた

【 来訪機会が増

えた来訪者の割

合 】 

最終目標 中間目標 ２ アウトプット（機能） 

商業・サービス施設 ［㎡・箇所］

地域交流施設 ［㎡・箇所］

業務・生産施設 ［㎡・箇所］

公園 ［㎡・箇所］

コミュニティ道路 ［ｍ・箇所］

歩道・遊歩道 ［ｍ・箇所］

広場・空地 ［㎡・箇所］

河川親水空間 ［ｍ・箇所］

①来街者が増え

ている

【歩行者数、乗降 

客数、商店街な

ど施設利用者

数】

③ 観光客が増え

ている

「観光入り込み

客数（伸び）】

中間目標

景観 ［ｍ・箇所］

イベント・催事 ［回］

電線類の地中化・無電柱化 ［ｍ・箇所］ 

自治会・商工会・ NPO 等組織支援 ［箇所］

社会実験 ［回］

ワークショップ・地元の集い ［回］

広報・プロモーション活動 ［回］

人づくり・研修 ［回］

②交通サービスの

利便性が高い

【 交通利便性の

満足度 】

詳細省略

③以下省略

詳細省略

②人口が定着し

ている

【 人口、転入超過

人口 】 

詳細省略

④以下省略

図－２ 中心市街地活性化の因果関係図（抜粋） 

図－３ 目標達成までの因果関係（抜粋） 



 
 
ｂ）結果 
アンケートの結果から、当該地区における「中心市

街地の活性化」が達成されるまでの貢献度付き因果関係

図を作成した。この内、因果関係が強いと評価された施

策部分を抽出すると、図－３のように整理された。 
 

４．まとめ 

 
まちづくり交付金制度について、政策目標が達成さ

れるまでの因果関係を明らかにする評価手法として、次

の①～③を提案した。ケーススタディとして中心市街地

活性化という目標について事業実施終了地区で事後的に

評価を試行した。 

 

① 目的間相互の重なりを整理した政策目標の体系化

を実施した。 

② アウトカムからアウトプットまでの因果関係図を事

業実施者と協議して作成し、次にアウトカム目標←

下位目標←アウトプットの因果関係の強さ（貢献

度）を評価した。 

③ 目標を達成するまでの因果関係を貢献度、指標を含

む図によって明示した。 

 
今後はケーススタディを踏まえて、中心市街地活性

化を目標としている全地区を対象として、客観指標10）

の実績データを用いて因果関係を統計的に検証する。そ

の後、その他の目標についても、本論による評価手法の

適用可能性を検討していく。 
この評価手法は、まちづくり交付金の特徴である複

数事業の組合せによる相乗効果を把握する手法として適

していると考えており、その点に十分留意して検討を進

めたい。また、ソフト事業の効果を適正に把握する点に

ついても検討する必要があると考えている。 
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